
議案第４３号 

   令和６年度東郷町一般会計補正予算（第３号） 

 令和６年度東郷町の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１７５，２５７千円を増額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６，４６１，０７１千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

  令和６年７月１日提出         東郷町長 石 橋 直 季 

 

 







































１　特　別　職

２　一　般　職
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議案の概要 

１ 歳入の補正 

⑴ 総務費補助金の増額に伴い、国庫支出金を１２０，８８１千円増額する。 

 ⑵ 学校教育費委託金等の増額に伴い、県支出金を２７，６０８千円増額する。 

⑶ 教育費寄附金等の増額に伴い、寄附金を１，９００千円増額する。 

 ⑷ 新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金の増額等に伴い、繰入金を２４，

８６８千円増額する。 

２ 歳出の補正 

 ⑴ 物価高騰対応事業費等の増額に伴い、総務費を１０１，６１４千円増額する。 

 ⑵ 物価高騰対応事業費の増額に伴い、民生費を２１，１６２千円増額する。 

 ⑶ 小学校維持管理事業費等の増額に伴い、教育費を５１，８２０千円増額する。 

⑷ 公共施設整備基金積立金事業費の増額に伴い、諸支出金を６６１千円増額す

る。 

 

 


